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（証券コード　1870）

平成27年６月４日

株 主 各 位
名古屋市東区葵三丁目 1 9番７号

取締役社長 藤 本 和 久

第74回定時株主総会招集のご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市東区葵三丁目19番７号

葵センタービル８階　当社会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第74期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第74期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役13名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件
第３号議案 退任取締役及び退任監査役に対し慰労金贈呈並びに役員退職

慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件
以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yahagi.co.jp/）に掲載させていただ
きます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、昨年４月の消費税率引き上げの影響から低調

なスタートとなり、年度後半からは堅調な米国経済や企業業績の向上を背景に株価上昇や

消費動向に改善の動きが見られ、全体としては緩やかな回復基調となりました。

建設業界におきましては、消費増税の反動減と建築費上昇の影響により住宅投資が減少

したものの、海外景気の底堅さと円安の進行を受け一部企業の設備投資意欲に高まりが見

られたほか、公共投資も引き続き堅調に推移するなど建設需要は高水準にありました。一

方で、労務費・資材費の高騰や技能労働者不足といった供給サイドの課題は、依然として

残されたままに終わりました。

このような状況の中、当社グループは顧客の真のニーズを見極め、これらに応える技術

や商品等を提供することで、強固な経営基盤の構築と安定した収益の確保に繋げてまいり

ました。

この結果、当連結会計年度の業績は、受注高は717億88百万円（前期比9.6％増）、売上

高は825億28百万円（前期比1.2％減)、売上総利益は153億59百万円（前期比1.7％減）とな

りました。

－ 2 －

事業の経過及びその成果
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　受注高、売上高の部門別の内訳については、次のとおりであります。

【受注高】

区 分 受 注 高 構 成 比 前期比増減率

建 設 事 業
建築工事

一般建築工事 35,342百万円 49.2％ 18.8％

耐震補強工事 14,897百万円 20.8％ △12.2％

建 築 工 事 計 50,239百万円 70.0％ 7.5％

土木工事 21,548百万円 30.0％ 14.8％

計 71,788百万円 100.0％ 9.6％

【売上高】

区 分 売 上 高 構 成 比 前期比増減率

建 設 事 業

建築工事

一般建築工事 36,053百万円 43.7％ 23.2％

耐震補強工事 16,234百万円 19.6％ △6.6％

建 築 工 事 計 52,288百万円 63.3％ 12.1％

土木工事 15,895百万円 19.3％ △15.1％

小        計 68,183百万円 82.6％ 4.3％

兼 業 事 業 14,345百万円 17.4％ △21.2％

計 82,528百万円 100.0％ △1.2％

　（建設事業）

一般建築工事におきましては、商業施設、物流施設等の大型物件の受注が増加し、ま

た施工も順調に進捗したことから、受注高、売上高とも前期実績を大きく上回りました。

耐震補強工事では公立小中学校の耐震化工事が減少したことから、受注高、売上高とも

前期実績を下回りました。その結果、建築工事全体では、受注高が502億39百万円（前期

比7.5％増）、売上高は522億88百万円（前期比12.1％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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また、土木工事におきましては、大型の官公庁物件を受注したことから、受注高は215

億48百万円（前期比14.8％増）となりましたが、一方で次期繰越工事が増加したこと等

により、売上高は、158億95百万円（前期比15.1％減）となりました。

　（兼業事業）

分譲マンション事業におきましては、消費増税後の反動減の影響を受けたこと等によ

り、兼業事業の売上高は143億45百万円（前期比21.2％減）となりました。

利益につきましては、営業利益は67億95百万円（前期比2.5％増）、経常利益は66億

80百万円（前期比4.3％増）、当期純利益は36億40百万円（前期比11.7％増）となり、そ

れぞれ前期実績を上回りました。

－ 4 －

事業の経過及びその成果



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

当連結会計年度における主な完成工事

発 注 者 工 事 名 称

（建築工事）

ユ ニ ー 株 式 会 社 (仮称)ラスパ太田川新築工事

株式会社今仙電機製作所 (仮称)株式会社今仙電機製作所　開発・研修センター新築工事

株 式 会 社 大 京 ・
三 交 不 動 産 株 式 会 社

(仮称)鳴海駅前ＪＶプロジェクト

矢 作 地 所 株 式 会 社 ・
野 村 不 動 産 株 式 会 社

(仮称)吉祥寺ＰＪ新築工事

三井不動産レジデンシャル
株 式 会 社

(仮称)日進市栄一丁目計画

学 校 法 人 河 原 学 園 (仮称)日本医療環境大学校舎新築工事

国立大学法人愛知教育大学 愛知教育大学総合研究棟（教育系）新営その他工事

（土木工事）

国 土 交 通 省 平成24年度東海環状西座倉高架橋中下部工事

名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社 河和線　青山駅付近鉄道高架化事業に伴う本線土木(その１)工事

当連結会計年度の建設事業の受注高、売上高及び繰越高 （単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建築工事

一般建築工事 33,333 35,342 36,053 32,622

耐震補強工事 3,832 14,897 16,234 2,495

建 築 工 事 計 37,165 50,239 52,288 35,117

土木工事 9,149 21,548 15,895 14,803

計 46,315 71,788 68,183 49,920

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度における設備投資額は９億43百万円であり、主なものは鉄道技術研修セ

ンターの建設であります。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

－ 5 －

事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況
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(4) 対処すべき課題

今後の経営環境につきましては、国土強靭化計画やリニア中央新幹線の建設、輸出の持

ち直し等を背景とした企業設備投資や個人消費の回復等、公共、民間とも底堅い需要が見

込まれる一方で、技能労働者不足の更なる深刻化等の懸念材料もあり、先行き不透明な状

況が続くものと思われます。

このような状況の下、当社グループでは本業である建設事業の事業基盤の更なる強化を

目的として、その原点となる安全・品質に関する技術の確立と、営業・施工両面において

事業収益力と事業効率を追求することにより、持続性のある収益基盤の構築を目指してま

いります。

一般建築工事におきましては、収益性は勿論のこと、生産性を重視した戦略的な営業を

展開するとともに、不動産開発等の中長期的な事業への取り組みを強化し、安定的な収益

の確保に繋げてまいります。

耐震補強工事におきましては、これまで公立小中学校の耐震化事業で培った営業ネット

ワークやノウハウを活用し、その他の官公庁施設の耐震化工事に注力するとともに、民間

の施設やマンションの耐震化需要を掘り起こすことで、新たな市場の開拓を図ってまいり

ます。

土木工事におきましては、技術提案型の官公庁案件への取り組みを継続して強化するほ

か、生産性の向上と施工コストの低減に注力してまいります。

更に、建設事業全体において、事業領域の拡大と市場競争力の強化を目的とした研究開

発を推進するとともに、新たに開設した鉄道技術研修センターを活用し、将来の技能労働

者の減少を見据えた省力化施工の研究にも取り組んでまいります。

分譲マンション事業におきましては、建設コストに加え地価の上昇も見込まれる中、ハ

ードとソフトの両面において顧客満足度を高め、ブランド価値の向上と事業の持続的成長

を図ってまいります。

一方で、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応していくべく、コーポレート・ガバナン

スの強化を図るとともに、企業集団全体における内部統制の実効性の更なる向上と法令遵

守の徹底に取り組み、リスクを 小化してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援とご指導を賜りますようお願い

申し上げます。

－ 6 －

対処すべき課題
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第71期

(23.４.１～24.３.31)
第72期

(24.４.１～25.３.31)
第73期

(25.４.１～26.３.31)
第74期

(26.４.１～27.３.31)

受 注 高 50,728百万円 45,765百万円 65,501百万円 71,788百万円

売 上 高 62,400百万円 66,940百万円 83,569百万円 82,528百万円

経 常 利 益 2,635百万円 2,133百万円 6,405百万円 6,680百万円

当 期 純 利 益 1,295百万円 1,184百万円 3,258百万円 3,640百万円

１株当たり当期純利益 29円84銭 27円29銭 75円07銭 83円88銭

総 資 産 90,397百万円 86,283百万円 82,557百万円 87,946百万円

純 資 産 28,304百万円 29,166百万円 31,598百万円 34,774百万円

－ 7 －

財産及び損益の状況の推移
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況（平成27年３月31日現在）

１．親会社の状況

　該当事項はありません。

２．重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

矢 作 地 所 株 式 会 社 800百万円 100％
新築分譲マンション事業、宅地開発
事業、不動産流通事業、賃貸事業

矢 作 葵 ビ ル 株 式 会 社 400百万円 100％
マンション管理事業、不動産事業、
リフォーム事業、損害保険代理業

ヤ ハ ギ 緑 化 株 式 会 社 100百万円 100％ ゴルフ場コース管理事業、緑化事業

株式会社テクノサポート 50百万円 100％
建設資機材リース・レンタル事業、
パンウォール(補強土壁工法)事業、
建設事業、サイン事業

ヤ ハ ギ 道 路 株 式 会 社 300百万円 100％
舗装事業、アスファルト合材製造販
売事業、リサイクル事業

株 式 会 社 ピ タ コ ラ ム 100百万円 100％
ピタコラム（外付耐震補強工法）事業、
ウッドピタ（木造戸建住宅耐震補強工
法）事業

南信高森開発株式会社 200百万円 97.5％
(内、間接所有66.5％)

ゴルフ場経営（高森カントリークラブ）

(7) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社（国土交通大臣許可〔(特－26)第3001号〕）並びに子会社６社が建設業法に基づく

建設業許可を受け、建築、土木工事の設計施工及び請負業を行っております。

　また、兼業事業として、当社（国土交通大臣免許〔(14)第502号〕）並びに子会社２社が

宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引業免許を受け、不動産の売買及びこれに関する事

業を行っております。

－ 8 －

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容
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(8) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

会 社 名 事 業 所 所 在 地

矢作建設工業株式会社

本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

支 店 東京、大阪、東北（仙台）、広島、九州（福岡）

営業所等
浜松、岐阜、北陸（金沢）、三重（四日市）、京都、
奈良、神戸

研 究 所

地震工学技術研究所（愛知県長久手市）
〔建築、土木に係る技術の研究開発、構築物の構造

実験等〕
鉄道技術研修センター（名古屋）
〔鉄道及び土木、建築に係る施工技術の研究開発、
技術研修及び技能訓練等〕

工 場
軌道センター（名古屋）
〔鉄道線路用資機材の製造加工〕

矢 作 地 所 株 式 会 社
本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

営業所等 豊田、三重（四日市）

矢 作 葵 ビ ル 株 式 会 社

本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

支 店 東京

営業所等 豊田

ヤ ハ ギ 緑 化 株 式 会 社
本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

支 店 東京、豊田

株式会社テクノサポート 本 社 愛知県長久手市福井1534番12号

ヤ ハ ギ 道 路 株 式 会 社

本 社 愛知県豊田市小坂本町一丁目５番地10

支 店 名古屋

営業所等 岐阜

工 場
アスコン・リサイクルセンター（豊田）
〔舗装用材料の製造販売等〕

株 式 会 社 ピ タ コ ラ ム
本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

支 店 東京、大阪

南信高森開発株式会社
本 社 名古屋市東区葵三丁目19番７号

ゴルフ場 高森カントリークラブ（長野県下伊那郡高森町）

－ 9 －

主要な営業所及び工場
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(9) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,101名 13名増 43.5歳 18.7年

（注）従業員数には契約社員275名は含まれておりません。

(10) 主要な借入先（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,300百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,300百万円

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 1,350百万円

株 式 会 社 愛 知 銀 行 1,150百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,150百万円

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先
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２．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 100,000,000株

(2) 発行済株式の総数 44,607,457株

(3) 株主数 4,504名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社 8,282千株 19.1％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,047千株 4.7％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,047千株 4.7％

有 限 会 社 山 田 商 事 2,005千株 4.6％

矢 作 建 設 取 引 先 持 株 会 1,980千株 4.6％

矢 作 建 設 工 業 社 員 持 株 会 1,049千株 2.4％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 833千株 1.9％

株 式 会 社 横 浜 銀 行 762千株 1.8％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 624千株 1.4％

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 588千株 1.4％

（注）１．当社は、自己株式1,204,191株を保有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 藤 本 和 久

代表取締役副社長 大 澤 　 茂 各カンパニー担当 兼 人事部担当

代 表 取 締 役 羽根田　達　夫 管理本部長 兼 コンプライアンス統括室担当

取 締 役 武 藤 雅 之 鉄道事業カンパニー長 兼 鉄道技術研修センター担当

取 締 役 古 本 裕 二 矢作地所株式会社 代表取締役社長

取 締 役 澤 田 充 弘 西日本カンパニー長 兼 大阪支店長

取 締 役 髙 柳 充 広 中日本カンパニー長 兼 第一営業本部長

取 締 役 名 和 修 司
土木事業カンパニー長 兼 中央安全衛生委員会委員長 
兼 鉄道技術研修センター長

取 締 役 山 下 　 隆 東日本カンパニー長 兼 東京支店長

取 締 役 織 田 　 裕 建築事業カンパニー長 兼 地震工学技術研究所所長

取 締 役 河 野 英 雄
名古屋鉄道株式会社 代表取締役会長
愛知製鋼株式会社 社外監査役
中部日本放送株式会社 社外取締役

取 締 役 石 原 真 二
石原総合法律事務所所長
株式会社トーエネック 社外監査役
株式会社オータケ 社外監査役

常 勤 監 査 役 加 藤 良 昭

常 勤 監 査 役 竹 尾 和 彦

監 査 役 山 本 亜 土
名古屋鉄道株式会社 代表取締役社長
ＡＮＡホールディングス株式会社 社外取締役

監 査 役 市 川 周 作 アイホン株式会社 代表取締役社長

監 査 役 堀 越 哲 美
愛知産業大学学長
愛知産業大学短期大学学長

 (注) １．取締役 河野英雄、石原真二の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。

２．監査役 山本亜土、市川周作、堀越哲美の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。

３．当事業年度の監査役の異動は次のとおりです。

　①　監査役 弘中由紀夫氏は、平成26年６月27日開催の第73回定時株主総会終結の時を

もって、辞任により監査役を退任いたしました。

－ 12 －
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　②　監査役 竹尾和彦氏は、平成26年６月27日開催の第73回定時株主総会において新た

に選任され、同日就任いたしました。

４．当社は、取締役 石原真二氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

５．平成27年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しました。

地 　 位 氏 　 名 担 　 当

取 締 役 武 藤 雅 之
鉄道事業カンパニー長 兼 鉄道技術研修セン
ター担当 兼 中央安全衛生委員会委員長

取 締 役 髙 柳 充 広

取 締 役 名 和 修 司 中日本カンパニー長 兼 第一営業本部長

取 締 役 山 下 　 隆 東日本カンパニー長 兼 東京支店長 兼 東北支店長

(2) 執行役員の氏名等（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当

※専務執行役員 羽根田　達　夫 管理本部長 兼 コンプライアンス統括室担当

※専務執行役員 武 藤 雅 之 鉄道事業カンパニー長 兼 鉄道技術研修センター担当

※専務執行役員 古 本 裕 二 矢作地所株式会社 代表取締役社長

※専務執行役員 澤 田 充 弘 西日本カンパニー長 兼 大阪支店長

※専務執行役員 髙 柳 充 広 中日本カンパニー長 兼 第一営業本部長

※常務執行役員 名 和 修 司
土木事業カンパニー長 兼 中央安全衛生委員会委員長 
兼 鉄道技術研修センター長

※常務執行役員 山 下 　 隆 東日本カンパニー長 兼 東京支店長

※常務執行役員 織 田 　 裕 建築事業カンパニー長 兼 地震工学技術研究所所長

執 行 役 員 大 西 幸 雄 中日本カンパニー副カンパニー長 兼 第二営業本部長

執 行 役 員 磯 貝 　 豊 西日本カンパニー副カンパニー長 兼 広島支店長

執 行 役 員 早矢仕　英　治
建築事業カンパニー副カンパニー長 兼 設計本部長 
兼 第一設計部長

執 行 役 員 足 立 栄 一 建築事業カンパニー副カンパニー長

執 行 役 員 櫻 井 正 典
土木事業カンパニー副カンパニー長 兼 施工本部長 
兼 鉄道技術研修センター副センター長

（注）１．当社は、執行役員制度を導入しております。

２．※印の執行役員は取締役を兼務しております。

－ 13 －
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３．平成27年４月１日付で執行役員の担当を次のとおり変更しました。

地 　 位 氏 　 名 担 　 当

専 務 執 行 役 員 武 藤 雅 之
鉄道事業カンパニー長 兼 鉄道技術研修セン
ター担当 兼 中央安全衛生委員会委員長

専 務 執 行 役 員 髙 柳 充 広

常 務 執 行 役 員 名 和 修 司 中日本カンパニー長 兼 第一営業本部長

常 務 執 行 役 員 山 下 　 隆 東日本カンパニー長 兼 東京支店長 兼 東北支店長

執 行 役 員 早矢仕　英　治
建築事業カンパニー副カンパニー長 兼 設計
本部長

執 行 役 員 足 立 栄 一
建築事業カンパニー副カンパニー長 兼 研究
開発推進室長

執 行 役 員 櫻 井 正 典
土木事業カンパニー長 兼 施工本部長 兼 鉄
道技術研修センター長

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 12名 255百万円

監 査 役 6名 37百万円

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

18名
（5名）

293百万円
（13百万円）

（注）１．上記には、平成26年６月27日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって退任した
監査役１名を含んでおります。

２．株主総会の決議による報酬限度額は、取締役年額360百万円（平成18年６月29日開催
の第65回定時株主総会決議）、監査役年額60百万円（平成18年６月29日開催の第65
回定時株主総会決議）であります。

３．取締役の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりませ
ん。

４．上記報酬等の額には当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額（取締役12名に対
し43百万円、監査役６名に対し４百万円（うち社外役員５名に対し１百万円））が
含まれております。

５．平成26年６月27日開催の第73回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を退任
監査役１名に対し５百万円を支給しております（過年度において役員退職慰労引当
金繰入額として計上済みの額を含んでおります）。

６．当事業年度末における役員退職慰労引当金の総額は293百万円（取締役283百万円、
監査役９百万円（うち社外役員７百万円））であります。

－ 14 －
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(4) 社外役員に関する事項

１．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 状 況

社 外 取 締 役 河 野 英 雄 名古屋鉄道株式会社 代表取締役会長

社 外 取 締 役 石 原 真 二 石原総合法律事務所所長

社 外 監 査 役 山 本 亜 土 名古屋鉄道株式会社 代表取締役社長

社 外 監 査 役 市 川 周 作 アイホン株式会社 代表取締役社長

社 外 監 査 役 堀 越 哲 美
愛知産業大学学長
愛知産業大学短期大学学長

（注）１．当社は、名古屋鉄道株式会社、アイホン株式会社の各社との間で工事の請負取引の

関係があります。

２．当社は、石原総合法律事務所との間で法律業務に関する顧問契約を締結しておりま

す。

３．当社は、愛知産業大学、愛知産業大学短期大学との間には、特別な関係はありませ

ん。

２．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 状 況

社 外 取 締 役 河 野 英 雄
愛知製鋼株式会社 社外監査役
中部日本放送株式会社 社外取締役

社 外 取 締 役 石 原 真 二
株式会社トーエネック 社外監査役
株式会社オータケ 社外監査役

社 外 監 査 役 山 本 亜 土 ＡＮＡホールディングス株式会社 社外取締役

（注）１．当社は、愛知製鋼株式会社、株式会社トーエネックの各社との間で工事の請負取引

の関係があります。

２．当社は、中部日本放送株式会社、株式会社オータケ、ＡＮＡホールディングス株式

会社との間には、特別な関係はありません。

３．主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
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４．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 河 野 英 雄
平成26年度の取締役会の８割以上に出席し、経営者と
しての豊富な経験や高い見識に基づき客観的立場か
ら、的確な指導・助言を適宜行っております。

社外取締役 石 原 真 二
平成26年度の取締役会の８割以上に出席し、弁護士と
しての専門的な知識・経験に基づき客観的立場から、
適宜必要な発言を行っております。

社外監査役 山 本 亜 土

平成26年度の監査役会の８割、取締役会の８割以上に
出席し、経営者としての豊富な経験や高い見識に基づ
き客観的立場から、適宜必要な発言を行っておりま
す。

社外監査役 市 川 周 作

平成26年度の監査役会の８割、取締役会の８割以上に
出席し、経営者としての豊富な経験や高い見識に基づ
き客観的立場から、適宜必要な発言を行っておりま
す。

社外監査役 堀 越 哲 美

平成26年度の監査役会の全て、取締役会の全てに出席
し、学識経験者としての豊富な経験と高い見識に基づ
き客観的立場から、適宜必要な発言を行っておりま
す。

５．責任限定契約の内容の概要

　各氏とも当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該

契約に基づく賠償責任限度額は会社法第425条第１項が規定する額としております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 33百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

39百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

(4) 非監査業務の内容

　　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、労務関係法令に関する相談業務に係る顧

　問契約を締結し、その対価を支払っております。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人の解任または不再任については、会社法第340条に定める監査役会による解任

のほか、取締役会が会計監査人の職務の執行に支障があるなどの理由によりその必要があ

ると判断した場合には監査役会の同意を得たうえで、あるいは監査役会の請求に基づいて、

会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案します。
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６．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制

　当社は、取締役会において上記体制につき決議しており、その内容は次のとおりです。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　法令遵守体制の維持・向上を図るため、ＣＳＲ委員会を設置し、組織横断的な管理

体制の下、全社の法令遵守体制の整備及び問題点の把握に努めるとともに、法令及

び定款遵守の周知・実行を徹底する。

②　取締役は取締役会において定められる取締役会規則やその他の社内規程に基づいて

業務を執行するとともに、取締役会を通じて他の取締役の業務執行状況を相互に監

視・監督することで、法令遵守に関する牽制機能を強化する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理に係る規程に従い、文書または

電子的媒体にて適正に保存・管理し、閲覧可能な状態を維持する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　企業活動に関連する内外の様々なリスクに適切に対応するため、リスク管理に係る

規程を制定し、リスクに対する基本方針を定めるとともに管理体制を整備する。

②　各部署長は、自部署に内在するリスクを把握・分析のうえ、事前に対応方針を整備

する等、リスクマネジメントを実施する。

③　ＣＳＲ委員会を中心に内部統制システムによるリスクアセスメントを実施し、リス

クを未然に防ぐとともに、発生したリスクに対しては損失を 小限にとどめる対策

をとる。

④　安全、品質及び環境面においては、労働安全に関するマニュアル、ＩＳＯ9001及び

14001の実践的活用により、リスク管理体制の構築並びに運用を行う。

⑤　地震等の自然災害に対しては、被害を 小限に抑え迅速に事業を再開することや社

会インフラのいち早い復旧に尽力できるよう、事業継続性を確保できる体制を構築

する。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　定期的な取締役会開催のほか、幹部会を毎月１回開催し、各部門の状況把握並びに

情報の共有化を図り、機動的な対応がとれるようにする。

②　取締役は担当委嘱に基づき役割を分担し、各部門における目標の達成に向けて職務

を遂行する。

③　各業務の承認、決裁体制を「業務決裁規程」に定めることで、業務執行を担当する

取締役の権限並びにその委譲の範囲を明確にし、業務執行の効率性を確保する。

④　業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、経営計画及び年度予算を立案し、

全社的な経営目標を設定する。各部門においては、その経営目標達成に向けて具体

策を立案・実行するとともに、取締役会は業績報告等を通じて経営計画の進捗状況

の把握並びに必要な指示を行う。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすことができ

るよう「行動規範」を制定する。また「行動規範」及び「就業規則」に則り、法令

及び定款に適合した業務執行を徹底するとともに、問題がある場合はＣＳＲ委員会

にて審議する。

②　コンプライアンス統括室に相談窓口を設け、全社の業務執行に係る法的リスクの回

避を図ることで使用人の法令遵守に対する意識の啓発を図る。

③　業務を執行する使用人は、「業務分掌表」等社内規程に則って業務を遂行する。

④　内部監査部門としてコンプライアンス統括室を設置し、事業活動の全般にわたる社

内制度及び業務の遂行状況を合法性と合理性の観点から検討・評価し、必要とされ

る改善を取締役並びに使用人に求める。

６．会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

①　企業集団に係る情報集積機能の強化に向け、関連会社を含むグループ横断的な管理

組織部門を中心に経営現況に関する定量的報告を定期化し情報の共有を図る。また、

企業集団の経営に影響を及ぼす重要な事項について取締役会の検討を経る体制を整

備する。

②　グループ監査を実効的に行うため、当社の監査役が子会社監査役と定期的な意見交

換を実施できる体制にする。また、当社は子会社を定期的な内部監査の対象とし、

モニタリングを強化する。
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③　当社グループに属する会社間の取引は、法令・会計原則・税法その他の社会規範に

照らし適切なものとする。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項

①　当社は監査役の求めに応じ、監査役の職務の補助を担当する使用人を選任する。

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　前号の使用人の取締役からの独立性を確保するために、当該使用人の人事異動等に

ついて監査役会の意見を尊重する。

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制

①　取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告する。

②　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した時は監査役会に

報告する。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は取締役会その他の重要な会議に出席するほか、職務を遂行するうえで必要

な往査、書類の閲覧等を求めることができる。

②　監査役会は必要に応じて弁護士、会計士等の専門家を活用し、監査業務に関する助

言を受けることができる。

　　11．反社会的勢力との関係を遮断するための体制

①　反社会的勢力に対しては、「行動規範」においてその関係を遮断する旨を定め、当

社業務への関与を拒絶し、あらゆる要求を排除する。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、長期的な視点に立って経営基盤の強化を図りながら、企業価値の向上に努め、

企業収益の配分については、株主への安定的な配当と株主資本の充実を継続しつつ、株主

還元を重視した配当の実施を基本方針としております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき普通配当９円とさせていただきま

した。これにより中間配当金１株につき９円とあわせまして、年間配当金は１株につき18

円となります。なお、内部留保資金につきましては、上記の基本方針に沿って、収益力の

向上と経営基盤の強化を目指した新技術開発等に活用してまいります。

　また、自己株式の取得につきましては、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を

実施するために、市場動向等を勘案しながら適切に実施してまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

電 子 記 録 債 権

未 成 工 事 支 出 金

販 売 用 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

63,587

16,160

20,546

1,263

4,386

19,744

634

886

△34

24,349

18,410

4,613

13,124

90

582

269

5,669

3,654

834

1,364

△184

9

9

流 動 負 債 34,655
支払手形・工事未払金等 12,607
電 子 記 録 債 務 4,621
短 期 借 入 金 6,562
１年内償還予定の社債 2,840
未 払 法 人 税 等 1,186
未 成 工 事 受 入 金 3,659
完成工事補償引当金 191
工 事 損 失 引 当 金 79
役 員 賞 与 引 当 金 109
そ の 他 2,797

固 定 負 債 18,517
社 債 160
長 期 借 入 金 10,237
役員退職慰労引当金 523
退職給付に係る負債 4,162
資 産 除 去 債 務 193
再評価に係る繰延税金負債 232
そ の 他 3,007

負 債 合 計 53,172

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 39,666

資 本 金 6,808
資 本 剰 余 金 7,244
利 益 剰 余 金 26,189
自 己 株 式 △576

その他の包括利益累計額 △4,897
その他有価証券評価差額金 1,088
土地再評価差額金 △6,173
退職給付に係る調整累計額 186

少 数 株 主 持 分 5

純 資 産 合 計 34,774
資 産 合 計 87,946 負債及び純資産合計 87,946
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 68,183

兼 業 事 業 売 上 高 14,345 82,528

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 56,333

兼 業 事 業 売 上 原 価 10,835 67,169

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 11,849

兼 業 事 業 総 利 益 3,509 15,359

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,564

営 業 利 益 6,795

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 75

そ の 他 108 184

営 業 外 費 用

支 払 利 息 247

そ の 他 51 299

経 常 利 益 6,680

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 315 315

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 236

減 損 損 失 401

そ の 他 90 728

税金等調整前当期純利益 6,267

法人税、住民税及び事業税 2,424

法 人 税 等 調 整 額 201 2,626

少 数 株 主 損 益 調 整 前
当 期 純 利 益 3,640

少 数 株 主 利 益 0

当 期 純 利 益 3,640
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 6,808 7,244 24,442 △575 37,919
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △839 △839

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 6,808 7,244 23,603 △575 37,079

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △694 △694

当 期 純 利 益 3,640 3,640

土地再評価差額金の取崩 △359 △359

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 2,586 △0 2,586

当 期 末 残 高 6,808 7,244 26,189 △576 39,666

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 616 △6,556 △386 △6,326 5 31,598
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △839

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 616 △6,556 △386 △6,326 5 30,758

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △694

当 期 純 利 益 3,640

土地再評価差額金の取崩 △359

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 472 383 573 1,429 0 1,429

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 472 383 573 1,429 0 4,015

当 期 末 残 高 1,088 △6,173 186 △4,897 5 34,774
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。

　連結子会社数 ７社

　連結子会社は、矢作地所㈱、矢作葵ビル㈱、ヤハギ緑化㈱、㈱テクノサポート、ヤハ

ギ道路㈱、㈱ピタコラム、南信高森開発㈱であります。

　前連結会計年度に連結子会社であった㈱ウッドピタは、平成26年４月１日に連結子会

社である㈱ピタコラムを存続会社として合併されたため、連結の範囲から除外しており

ます。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社である南信高森開発㈱の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に

当たっては同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に発生した連結会社間の重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

　上記以外の連結子会社の事業年度は、連結計算書類作成会社と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　 決算日前１ヶ月の市場価格の単純平均値に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの　　　　　 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　 個別法による原価法

販売用不動産　　　　　　　 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定しております。）

－ 25 －

連結注記表



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　 定率法

(リース資産を除く)　　　　 　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）及びその他一部の資産については

定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　 定額法

(リース資産を除く)　　　　 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

③　リース資産　　　　　　　　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　完成工事補償引当金　　　　 　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来

の見積補償額に基づいて計上しております。

③　工事損失引当金　　　　　　 　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会

計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上

しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く当連結会計年度末退職慰労金要支給額の100％を引

当計上しております。

⑤　役員賞与引当金　　　　　　 　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

５．その他連結計算書類作成のための重要な事項

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。
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(2) 消費税等に相当する額の会計処理方法

　税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生年度の期

間費用としております。

(3) 連結納税制度の適用

　当社及び一部の連結子会社は連結納税制度を適用しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用してお

ります。
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Ⅱ．会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号　平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計

基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当連結会計

年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法につ

いても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払

見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り

扱いに従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が1,299百万円増加し、利益剰余

金が839百万円減少しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

－ 28 －
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Ⅲ.追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.3％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては32.8％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異については、32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は81

百万円減少し、法人税等調整額が160百万円、その他有価証券評価差額金が51百万円、退

職給付に係る調整累計額が27百万円それぞれ増加しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は23百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加して

おります。

（保有目的の変更）

　当連結会計年度において、保有目的の変更により、有形固定資産の一部について販売用

不動産に振替いたしました。この変更に伴う振替額は462百万円（土地462百万円、建物・

構築物0百万円）であります。

－ 29 －
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

１．保証債務等

分譲マンション購入者の金融機関からのつなぎ融資に対するもの 267百万円

２．販売用不動産に含まれる開発事業等支出金の額 14,817百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 10,715百万円

４．土地に含まれるコース勘定の額 1,458百万円

５．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金 231百万円

６．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用土地の再評価を実施し、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日政

令第119号）に定める方法により再評価を行っております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　△1,476百万円

－ 30 －
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Ⅴ．連結損益計算書に関する注記

１．工事進行基準による完成工事高 27,179百万円

２．売上原価のうち工事損失引当金繰入額 79百万円

３．研究開発費の総額 291百万円

４．減損損失

　当社グループは用途別に資産を分類し、個々の物件ごとに資産をグルーピングして減損

の判定を行っております。

　保有目的の変更に伴い、賃貸用不動産及び遊休資産について、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（401百万円）として特別損失に計上してお

ります。

　なお、減損を認識した当該資産の回収可能価額は、主として正味売却価額（不動産鑑定

評価基準に基づく鑑定価額）により測定しております。

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用不動産 建物・構築物等 愛知県 141百万円

遊休資産 土地及び建物等 広島県他 259百万円

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．連結会計年度末日における発行済株式の総数　普通株式　44,607,457株

２．連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額

１株当たりの
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年５月８日
取 締 役 会

普通株式 303百万円 ７円 平成26年３月31日 平成26年６月６日

平成26年11月５日
取 締 役 会

普通株式 390百万円 ９円 平成26年９月30日 平成26年11月27日

３．連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

平成27年５月８日開催の取締役会において次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

①　配当金の総額 　 390百万円

②　配当金の原資 利益剰余金

③　１株当たりの配当額 　  ９円

④　基準日 平成27年３月31日

⑤　効力発生日 平成27年６月５日

－ 31 －
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Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理

規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、

上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金及び社債の使途は主として運転資金（短期及び長期）であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額（*）
時価（*） 差額

(1)現金預金 16,160 16,160 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 20,546 20,545 △1

(3)電子記録債権 1,263 1,263 －

(4)投資有価証券

その他有価証券 3,008 3,008 －

(5)支払手形・工事未払金等 (12,607) (12,607) －

(6)電子記録債務 (4,621) (4,621) －

(7)短期借入金 (6,562) (6,567) 5

(8)１年以内償還予定の社債 (2,840) (2,852) 12

(9)未払法人税等 (1,186) (1,186) －

(10)長期借入金 (10,237) (10,346) 　109

(11)社債 (160) (160) 0

 （*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－ 32 －
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(注1)金融商品の時価の算定方法

(1)現金預金

　　　時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形・完成工事未収入金等及び(3)電子記録債権

　　　これらのうち、短期間で決済されるものについては帳簿価額が時価にほぼ等しいこと

から当該帳簿価額によっており、それ以外のものについては相手先の信用度を考慮し合

理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(4)投資有価証券

　　　株式等の時価は、取引所の価格によっております。

(5)支払手形・工事未払金等、(6)電子記録債務及び(9)未払法人税等

　　　これらは短期間で決済されるため、帳簿価額は時価にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(7)短期借入金、(8)１年以内償還予定の社債、(10)長期借入金及び(11)社債

　　　これらは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。

(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額646百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(4)投資有価証券」には含めておりません。

－ 33 －
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Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社は、愛知県その他の地域において賃貸用のオフィスビル等（土

地を含む）を所有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸

損益は529百万円（賃貸収益は兼業事業売上高に、主な賃貸費用は兼業事業売上原価に計

上）であり、売却損益、減損損失を特別利益又は特別損失に計上しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

16,751 △8,220     8,531 9,489

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中の主な減少要因は賃貸用不動産の売却によるものであります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による調査報告に基づい

て算定しております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 801円06銭

２．１株当たり当期純利益 83円88銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 34 －
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

(単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 56,936 流 動 負 債 32,311
現 金 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完成工事未収入金

未 成 工 事 支 出 金

販 売 用 不 動 産

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

13,442

1,321

1,228

22,383

1,540

6,703

9,254

363

101

602

△5

20,903

6,974

2,020

237

84

4,610

20

119

13,809

3,310

2,585

6,782

826

434

△128

9

9

支 払 手 形 4,988
電 子 記 録 債 務 4,621
工 事 未 払 金 6,325
短 期 借 入 金 7,492
１年内償還予定の社債 2,840
未 払 法 人 税 等 1,115
未 成 工 事 受 入 金 2,517
リ ー ス 債 務 7
完成工事補償引当金 184
工 事 損 失 引 当 金 79
役 員 賞 与 引 当 金 86
そ の 他 2,054

固 定 負 債 15,401
社 債 160
長 期 借 入 金 10,237
リ ー ス 債 務 17
退 職 給 付 引 当 金 4,226
役員退職慰労引当金 293
資 産 除 去 債 務 124
再評価に係る繰延税金負債 232
そ の 他 109

負 債 合 計 47,712
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 35,221
資 本 金 6,808
資 本 剰 余 金 7,244
資 本 準 備 金 4,244
その他資本剰余金 3,000

利 益 剰 余 金 21,745
その他利益剰余金 21,745

固定資産圧縮積立金 2
別 途 積 立 金 4,300
繰越利益剰余金 17,442

自 己 株 式 △576
評価・換算差額等 △5,084
その他有価証券評価差額金 1,088
土地再評価差額金 △6,173
純 資 産 合 計 30,137

資 産 合 計 77,849 負債及び純資産合計 77,849

－ 35 －
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 67,481

兼 業 事 業 売 上 高 1,127 68,608

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 57,314

兼 業 事 業 売 上 原 価 1,684 58,999

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 10,167

兼 業 事 業 総 損 失 557 9,609

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,003

営 業 利 益 4,605

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 1,098

そ の 他 49 1,147

営 業 外 費 用

支 払 利 息 242

そ の 他 28 271

経 常 利 益 5,482

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 106 106

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 38

減 損 損 失 259

そ の 他 11 310

税 引 前 当 期 純 利 益 5,278

法人税、住民税及び事業税 1,887

法 人 税 等 調 整 額 50 1,938

当 期 純 利 益 3,340

－ 36 －
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 6,808 4,244 3,000 7,244 36 4,300 15,915 20,252 △575 33,729
会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額 △794 △794 △794
会計方針の変更を反
映した当期首残高 6,808 4,244 3,000 7,244 36 4,300 15,121 19,458 △575 32,935

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △694 △694 △694

当 期 純 利 益 3,340 3,340 3,340
土地再評価差額金
の 取 崩 △359 △359 △359

圧縮積立金の取崩 △34 34 － －

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － △34 － 2,320 2,286 △0 2,286

当 期 末 残 高 6,808 4,244 3,000 7,244 2 4,300 17,442 21,745 △576 35,221

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 616 △6,556 △5,940 27,789
会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額 △794
会計方針の変更を反
映した当期首残高 616 △6,556 △5,940 26,995

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △694

当 期 純 利 益 3,340
土地再評価差額金
の 取 崩 △359

圧縮積立金の取崩 －

自 己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 472 383 855 855

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 472 383 855 3,141

当 期 末 残 高 1,088 △6,173 △5,084 30,137

－ 37 －

株主資本等変動計算書



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日前１ヶ月の市場価格の単純平均値に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。）

時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　　　　個別法による原価法

販売用不動産　　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)　　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額法を

採用しております。

②　無形固定資産(リース資産を除く)　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

　　③　リース資産　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

－ 38 －
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３．引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金　　　　　　　　　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、

将来の見積補償額に基づいて計上しております。

③　工事損失引当金　　　　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当

事業年度末における受注契約に係る損失見込額

を計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく当事業年度末退職慰労金要支給額の

100％を引当計上しております。

⑥　役員賞与引当金　　　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度に

おける支給見込額に基づき計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

②　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

－ 39 －
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③　消費税等に相当する額の会計処理方法

　税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生年度の期

間費用としております。

④　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

⑤　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用してお

ります。

Ⅱ．会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号　平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計

基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当事業年度

より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法について

も、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更

しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り

扱いに従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の

変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が1,228百万円増加し、繰越利益剰余金が

794百万円減少しております。なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ．追加情報

（保有目的の変更）

　当事業年度において、保有目的の変更により、有形固定資産の一部について販売用不動

産に振替いたしました。この変更に伴う振替額は462百万円（土地462百万円、建物・構築

物0百万円）であります。

－ 40 －
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記

１．販売用不動産に含まれる開発事業等支出金 4,753百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,093百万円

３．関係会社に対する短期金銭債権 18,629百万円 関係会社に対する短期金銭債務 1,686百万円

関係会社に対する長期金銭債権 6,876百万円 関係会社に対する長期金銭債務 9百万円

４．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金 231百万円

５．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用土地の再評価を実施し、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日政

令第119号）に定める方法により再評価を行っております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　△1,476百万円

－ 41 －
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Ⅴ．損益計算書に関する注記

１．工事進行基準による完成工事高 32,086百万円

２．売上原価のうち工事損失引当金繰入額 79百万円

３．関係会社との取引

売上高 13,158百万円 仕入高 4,657百万円

営業取引以外の取引高 1,035百万円

４．研究開発費の総額 286百万円

５．減損損失

　当社は用途別に資産を分類し、個々の物件ごとに資産をグルーピングして減損の判

定を行っております。

　保有目的の変更に伴い、遊休資産について、当該資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（259百万円）として特別損失に計上しております。

　なお、減損を認識した当該資産の回収可能価額は、主として正味売却価額（不動産

鑑定評価基準に基づく鑑定価額）により測定しております。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地及び建物等 広島県他 259百万円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,204,191株

－ 42 －
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Ⅶ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 繰延税金資産

百万円

退職給付引当金 1,335

土地再評価差額金 2,264

減損損失 208

役員退職慰労引当金 116

未払事業税 91

その他 530

繰延税金資産小計 4,547

評価性引当額 △2,819

繰延税金資産合計 1,728

(2) 繰延税金負債

百万円

その他有価証券評価差額金 △502

土地再評価差額金 △232

資産除去債務 △34

固定資産圧縮積立金 △1

繰延税金負債合計 △770

繰延税金資産の純額 957

（注）　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

百万円

流動資産－繰延税金資産 363

固定資産－繰延税金資産 826

固定負債－再評価に係る繰延税金負債 △232

－ 43 －
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（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.3％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について

は32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては、32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

108百万円減少し、法人税等調整額が159百万円、その他有価証券評価差額金が51百万円そ

れぞれ増加しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は23百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加して

おります。

Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピューターシステム、事務機器の一部につ

いては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 44 －
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

種 類
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係
取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高

役 員 の 兼 任 事業上の関係

そ の 他 の
関 係 会 社

名古屋鉄道
株 式 会 社

(被所有)
直接19.1％
間接 0.2％

兼任２名
転籍２名

当社が建設工
事を受注

建設工事等の
受注（注１）
土 地 の 購 入
（注２）

5,898

265
完成工事未収入金 3,706

 (注) １．建設工事等の受注に関しては、当社の見積をもとに折衝のうえ決定しており、一般的取引条件と異なるところ

はありません。

２．土地の購入価額については、近隣相場を勘案し契約により金額を決定しております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種 類
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係
取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高

役 員 の 兼 任 事業上の関係

子 会 社
矢 作 地 所
株 式 会 社

（所有）
100.0％

兼任５名
当社が建設工
事を受注及び
資金の貸付

建 設 工 事 の
受注（注１）

6,835 完成工事未収入金 5,500

資 金 の 貸 付
資 金 の 回 収
利 息 の 受 取
（注２）

9,300
15,804

300

短 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金

8,504

6,092

子 会 社
ヤハギ道路
株 式 会 社

（所有）
100.0％

兼任４名 資金の貸付

資 金 の 貸 付
資 金 の 回 収
利 息 の 受 取
（注２）

700
500
13

短 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金

750

690

子 会 社
株 式 会 社
ピタコラム

（所有）
100.0％

兼任５名 資金の借入
資 金 の 借 入
利 息 の 支 払
（注３）

400
5 短 期 借 入 金 800

 (注) １．建設工事等の受注に関しては、当社の見積をもとに折衝のうえ決定しており、一般的取引条件と異なるところ

はありません。

２．矢作地所株式会社及びヤハギ道路株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定し

ております。なお、担保の提供は受けておりません。

３．株式会社ピタコラムからの資金の借入については、市場金利を勘案して利率が決定されております。なお、担

保の提供は行っておりません。

４．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 694円35銭

２．１株当たり当期純利益 76円97銭

XI．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 45 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月１日

矢作建設工業株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 瀧 沢 宏 光 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 城 　 卓 男 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、矢作建設工業株式会社の平成26年４

月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、矢作建設工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月１日

矢作建設工業株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 瀧 沢 宏 光 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 城 　 卓 男 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、矢作建設工業株式会社の平成

26年４月１日から平成27年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査

を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第74期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に

従い、取締役、執行役員及びコンプライアンス統括室等と意思疎通を図り、情報の収集及

び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会に出席し、取締役からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

各カンパニーにおいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載さ

れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法令に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の

構築及び運用の状況について、取締役、執行役員等から報告を受け、必要に応じて説明を

求め監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし

た。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から｢監査に関する品質管理基準｣等に準拠し

て、職務を適正に行うことを確保するための体制を整備している旨の報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結

計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成27年５月８日

矢作建設工業株式会社　監査役会

常勤監査役 加 藤 良 昭 

常勤監査役 竹 尾 和 彦 

監 査 役 山 本 亜 土 

監 査 役 市 川 周 作 

監 査 役 堀 越 哲 美 

（注）監査役 山本亜土、市川周作、堀越哲美は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に

定める社外監査役であります。

以　上

－ 51 －

監査役会の監査報告



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

　株主総会参考書類

第１号議案　取締役13名選任の件

　取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営

体制の一層の強化を図るため、社外取締役として取締役を１名増員し、取締役13名の選任をお

願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

ふじ

藤
もと

本
かず

和
ひさ

久

(昭和27年11月７日)

平成元年３月　当社入社

平成５年６月　同　取締役

平成13年６月　同　執行役員 矢作地所株式会社 代

表取締役社長、矢作葵ビル株式会社 

代表取締役社長

平成14年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

平成15年10月　同　取締役 兼 専務執行役員

平成16年６月　同　代表取締役 兼 専務執行役員

平成17年６月　同　代表取締役 兼 副社長執行役員

平成20年６月　同　代表取締役副社長

平成24年４月　同　代表取締役社長（現任）

65,300株

２

たか

髙
やなぎ

柳
みつ

充
ひろ

広

(昭和37年２月19日)

昭和59年４月　当社入社

平成18年６月　同　執行役員 第二営業本部長

平成20年６月　同　執行役員 営業統括本部第二営

業本部長

平成21年２月　同　執行役員 中日本カンパニー第

二営業本部長

平成21年４月　同　執行役員 管理本部副本部長 兼

総務部長

平成22年10月　同　執行役員 管理本部副本部長 兼

総務部長 兼 人事部長

平成23年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

平成24年４月　同　取締役 兼 専務執行役員

（現任）

26,700株

－ 52 －
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候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

３

おお

大
さわ

澤
 

　
しげる

茂

(昭和32年５月13日)

平成18年４月　当社入社 顧問 営業統轄補佐

平成18年６月　同　常務執行役員 営業統轄補佐 

兼 企画営業部担当

平成18年10月　同　専務執行役員 営業副統轄 兼 

企画営業部担当

平成19年４月　同　専務執行役員 矢作地所株式会

社 代表取締役社長

平成19年６月　同　取締役 兼 専務執行役員

平成22年６月　同　代表取締役 兼 専務執行役員

平成24年４月　同　代表取締役副社長（現任）

（担当）各カンパニー担当 兼 人事部担当

27,700株

４

む

武
とう

藤
まさ

雅
ゆき

之

(昭和28年９月４日)

昭和53年４月　名古屋鉄道株式会社入社

平成20年７月　同　病院事務部長

平成21年６月　同　取締役

平成24年６月　同　常務取締役

平成25年６月　当社取締役 兼 専務執行役員

（現任）

（担当）鉄道事業カンパニー長 兼 鉄道技術研修セ

ンター担当 兼 中央安全衛生委員会委員長

5,200株

５

は

羽
ね

根
だ

田
 

　
たつ

達
 

　
お

夫

(昭和30年１月14日)

平成17年９月　当社入社 理事 経理部、経営企画部

担当

平成18年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

平成19年６月　同　取締役 兼 専務執行役員

平成21年６月　同　代表取締役 兼 専務執行役員

（現任）

（担当）管理本部長 兼 コンプライアンス統括室

担当

25,700株
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候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

６

ふる

古
もと

本
ゆう

裕
じ

二

(昭和31年４月８日)

平成19年11月　当社入社 理事（役員待遇）営業統

轄補佐

平成20年４月　同　常務執行役員 営業統轄補佐

平成20年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

平成21年６月　同　取締役 兼 専務執行役員

（現任）

（担当）矢作地所株式会社　代表取締役社長

21,900株

７

さわ

澤
だ

田
みつ

充
ひろ

弘

(昭和29年２月４日)

昭和53年４月　当社入社

平成17年６月　同　執行役員 営業統轄補佐

平成20年２月　同　執行役員 大阪支店長

平成20年６月　同　執行役員 大阪支店長 兼 西日

本地区担当

平成21年２月　同　常務執行役員 西日本カンパニ

ー長 兼 大阪支店長

平成21年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

平成23年６月　同　取締役 兼 専務執行役員

（現任）

（担当）西日本カンパニー長 兼 大阪支店長

26,700株

８

お

織
だ

田
 

　
ゆたか

裕

(昭和33年６月12日)

昭和56年４月　当社入社

平成21年６月　同　執行役員 中日本カンパニー第

一営業本部長

平成21年９月　同　執行役員 中日本カンパニー第

一営業本部長 兼 営業部長

平成24年４月　同　常務執行役員 施工統括本部長 

兼 中央安全衛生委員会副委員長 

兼 地震工学技術研究所所長 兼 株

式会社ウッドピタ担当

平成24年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

（現任）

（担当）建築事業カンパニー長 兼 地震工学技術研

究所所長

17,300株
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候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

９

な

名
わ

和
しゅう

修
じ

司

(昭和33年11月４日)

昭和59年４月　当社入社

平成17年６月　同　執行役員 第一営業本部副本部

長 兼 第一営業部長

平成18年６月　同　執行役員 第一営業本部長 兼 

ピタコラム推進担当

平成19年２月　同　常務執行役員 大阪支店長 兼 

西日本地区担当

平成19年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

（現任）

（担当）中日本カンパニー長 兼 第一営業本部長

24,700株

10

やま

山
した

下
 

　
たかし

隆

(昭和36年４月17日)

昭和59年４月　当社入社

平成18年６月　同　執行役員 管理本部副本部長 

兼 経理部長

平成21年６月　同　執行役員 東日本カンパニー副

カンパニー長 兼 東京支店副支店

長 兼 管理部長

平成22年２月　同　常務執行役員 管理本部長代行

平成22年10月　同　常務執行役員 東日本カンパニ

ー副カンパニー長 兼 東京支店副支

店長 兼 管理部長

平成23年６月　同　取締役 兼 常務執行役員

（現任）

（担当）東日本カンパニー長 兼 東京支店長 兼 東

北支店長

25,700株
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候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

11

やま

山
もと

本
あ

亜
ど

土

(昭和23年12月１日)

昭和46年４月　名古屋鉄道株式会社入社

平成13年６月　同　取締役

平成16年６月　同　常務取締役

平成18年６月　同　専務取締役

平成20年６月　同　代表取締役副社長

平成21年６月　同　代表取締役社長（現任）

平成21年６月　当社監査役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

名古屋鉄道株式会社 代表取締役社長

ＡＮＡホールディングス株式会社 社外取締役

0株

12

いし

石
はら

原
しん

真
じ

二

(昭和29年11月３日)

昭和60年４月　弁護士登録

昭和60年４月　石原法律事務所（現 石原総合法律事

務所）入所

平成23年８月　石原総合法律事務所所長（現任）

平成25年６月　当社取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

弁護士　石原総合法律事務所所長

株式会社トーエネック 社外監査役

株式会社オータケ 社外監査役

6,715株

13

ほり

堀
こし

越
てつ

哲
み

美

(昭和25年１月９日)

平成３年６月　名古屋工業大学教授 工学部

平成９年４月　名古屋工業大学教授 大学院工学研

究科

平成23年６月　当社監査役（現任）

平成26年４月　愛知産業大学学長（現任）

平成26年４月　愛知産業大学短期大学学長（現任）

〔重要な兼職の状況〕

愛知産業大学学長

愛知産業大学短期大学学長

0株

（注）１．候補者と当社との間の利害関係は以下のとおりであります。

　①候補者 山本亜土氏は、名古屋鉄道株式会社の代表取締役を兼務しており、当社と同

社との間で工事の請負取引の関係があります。
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　②候補者 石原真二氏は、石原総合法律事務所の所長を兼務しており、当社と同事務所

との間で法律業務に関する顧問契約を締結しております。

　③その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．山本亜土、石原真二、堀越哲美の各氏は社外取締役候補者であります。

３．社外取締役候補者の選任理由等は以下のとおりであります。

　①山本亜土氏は、会社経営に関する豊富な経験、高い見識を有しており、経営者とし

て客観的立場から的確な指導・助言を受け、それらを適切かつ迅速な意思決定に反

映させるためです。

　②石原真二氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として豊富

な経験と専門知識を有しており、客観的立場から的確な指導・助言を受け、それら

を適切かつ迅速な意思決定に反映させるためです。

　③堀越哲美氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、現在当社の社外監

査役で当社の業務に精通しており、学識経験者として培われた専門的な見識・経験

に基づき、客観的立場から的確な指導・助言を受け、それらを適切かつ迅速な意思

決定に反映させるためです。

４．石原真二氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって２年となります。

５．山本亜土、堀越哲美の各氏は、現在当社の社外監査役であり、社外監査役としての

在任期間は、本総会終結の時をもって山本亜土氏が６年、堀越哲美氏が４年となり

ます。なお、本総会終結の時をもって、山本亜土氏は辞任により、堀越哲美氏は任

期満了により監査役を退任する予定です。

６．当社と山本亜土、石原真二、堀越哲美の各氏との間では、会社法第423条第１項の賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は会社法

第425条第１項が規定する額としております。なお、石原真二氏の再任が承認された

場合には、当該契約を継続する予定です。また、山本亜土、堀越哲美の各氏が社外

取締役に選任された場合には、同様の契約を締結する予定です。

７．石原真二氏は東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、両取引所に届け出ております。また、堀越哲美氏を独立役員として指定し、

両取引所に届け出る予定です。
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第２号議案　監査役２名選任の件

　監査役 堀越哲美氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、監査役 山本亜

土氏は本総会終結の時をもって辞任されます。つきましては、監査役２名の選任をお願いする

ものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふり

氏
がな

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

あん

安
どう

藤
たか

隆
し

司

(昭和30年２月27日)

昭和53年４月　名古屋鉄道株式会社入社

平成20年６月　同　取締役

平成23年６月　同　常務取締役

平成25年６月　同　代表取締役専務取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

名古屋鉄道株式会社 代表取締役専務取締役

0株

２

あい

愛
ち

知
よし

吉
たか

隆

(昭和37年３月20日)

昭和63年４月　公認会計士 今井冨夫事務所（現 ア

タックス税理士法人）入所

平成２年５月　税理士登録

平成２年５月　税理士　愛知吉隆事務所開設

平成17年３月　株式会社アタックス 取締役（現任）

平成18年２月　アタックス税理士法人

代表社員ＣＯＯ（現任）

〔重要な兼職の状況〕

税理士　アタックス税理士法人 代表社員ＣＯＯ

0株

（注）１．候補者と当社との間の利害関係は以下のとおりであります。

　①候補者 安藤隆司氏は、名古屋鉄道株式会社の代表取締役を兼務しており、当社と同

社との間で工事の請負取引の関係があります。

　②候補者 愛知吉隆氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．安藤隆司、愛知吉隆の各氏は、いずれも社外監査役候補者であります。

３．社外監査役候補者の選任理由は以下のとおりであります。

　①安藤隆司氏は、会社経営に関する豊富な経験と高い見識を有しており、経営者とし

て客観的立場から厳格な監査を受けるためであります。
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　②愛知吉隆氏は、税理士として財務及び会計に関する専門的な知見と豊富な経験を有

しており、専門家として客観的立場から厳格な監査を受けるためであります。

４．安藤隆司、愛知吉隆の各氏が選任された場合には、当社は各氏との間で会社法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に

基づく賠償責任限度額は会社法第425条第１項が規定する額といたします。

－ 59 －

監査役選任議案



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

第３号議案　退任取締役及び退任監査役に対し慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に伴

う打切り支給の件

　本総会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役 河野英雄氏及び監査役 堀越哲

美氏並びに辞任されます監査役 山本亜土氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社所定の基

準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的な金額、贈呈の時期、

方法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の協議にご一任いただきた

いと存じます。

　各氏の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

河　野　英　雄 平成23年６月　当社社外取締役（現任）

山　本　亜　土 平成21年６月　当社社外監査役（現任）

堀　越　哲　美 平成23年６月　当社社外監査役（現任）

　また当社は、平成27年５月８日開催の取締役会において、取締役及び監査役の退職慰労金制

度を本総会終結の時をもって廃止することを決議いたしました。

　これに伴い、第１号議案「取締役13名選任の件」が原案どおり可決されることを条件に重任

される取締役11名及び在任中の監査役３名に対し、本総会終結の時までの在任期間に対応する

退職慰労金を当社所定の基準に従い相当額の範囲内において打切り支給することといたしたい

と存じます。

　なお、支給の時期につきましては各取締役及び監査役の退任時とし、その具体的な金額、方

法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の協議にご一任いただきたい

と存じます。

　打切り支給の対象となる取締役及び監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

藤　本　和　久

平成14年６月　当社取締役

平成16年６月　同　代表取締役

平成20年６月　同　代表取締役副社長

平成24年４月　同　代表取締役社長（現任）

大　澤　　　茂

平成19年６月　当社取締役

平成22年６月　同　代表取締役

平成24年４月　同　代表取締役副社長（現任）

－ 60 －

役員退職慰労金贈呈議案



2015/05/21 2:40:55 / 14067829_矢作建設工業株式会社_招集通知

氏 名 略 歴

羽根田　達　夫
平成18年６月　当社取締役

平成21年６月　同　代表取締役（現任）

武　藤　雅　之 平成25年６月　当社取締役（現任）

古　本　裕　二 平成20年６月　当社取締役（現任）

澤　田　充　弘 平成21年６月　当社取締役（現任）

髙　柳　充　広 平成23年６月　当社取締役（現任）

名　和　修　司 平成19年６月　当社取締役（現任）

山　下　　　隆 平成23年６月　当社取締役（現任）

織　田　　　裕 平成24年６月　当社取締役（現任）

石　原　真　二 平成25年６月　当社社外取締役（現任）

加　藤　良　昭 平成25年６月　当社常勤監査役（現任）

竹　尾　和　彦 平成26年６月　当社常勤監査役（現任）

市　川　周　作 平成17年６月　当社社外監査役（現任）

以　上
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株主総会会場ご案内
会場　名古屋市東区葵三丁目19番７号

葵センタービル８階　当社会議室

３

５

４

至多治見駅

至
名
古
屋
駅

至
今
池

至名古屋駅

広小路通

桜通

市営地下鉄東山線

市営地下鉄桜通線 赤萩

メルパルク
ＮＡＧＯＹＡ

新千種橋西

広小路車道 千郷町

(葵センタービル)

錦通車道錦通

桜通車道

愛知大学

千種駅

住友生命
千種ビル

車道駅

株主総会会場

車
道
通

番出口

番出口

番出口

Ｊ
Ｒ
中
央
本
線

千
種
駅

Ｎ
アクシオス
千種

＜交通のご案内＞
・ＪＲ中央本線及び地下鉄東山線　千種駅５番出口から徒歩約２分です。
・地下鉄桜通線　車道駅３番、４番出口からいずれも徒歩約５分です。
・駐車場のご用意ができませんので、公共交通機関をご利用ください。

＜クールビズスタイルでの株主総会開催について＞
当社では、節電対策としてクールビズを実施しております。つきましては株
主総会会場でも温度設定を高めとさせていただき、当社役職員はノーネクタ
イの軽装にて株主総会を開催させていただきます。何卒、趣旨をご理解ご了
承いただき、株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますよう
お願い申し上げます。

地図




